
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 高度情報通信産業人材育成

対応する
主な課題

③国際的に活躍するＩＴ人材を戦略的に育成するため、沖縄ＩＴ津梁パークにおける人材育成機能の強化や、国際的・先進的なＩＴビジネスの創出
に資する高度で実践的な技術を有するＩＴ人材の育成に向けた取組が必要である。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 5-(5)-ア リーディング産業を担う人材の育成
施 策 ②　情報通信産業を担う人材の育成

施策の小項目名 ○高度IT人材育成

実施主体 県、民間

担当部課
【連絡先】 商工労働部情報産業振興課 【098-866-2503】

　県内IT関連産業の高度化・高付加価値化を図るため、先端技術の知識や開発力
を有するエンジニアやプロジェクトマネージャー等の人材育成に取り組む。

H29 H30 R元 R2 R3

700名
高度IT講座受
講者数

２　取組の状況（Do）

予算事業名 IT人材力育成強化事業／IT人材高度化支援事業（H30～R2）

主な財源 実施方法
H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

○R4年度：　－

予算事業名 先端IT人材育成支援事業（R3～）

主な財源 ○R3年度：　－

一括交付
金（ソフ
ト）

補助 136,134 96,447 73,266 47,459 － －

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

○R4年度：　先端技術やプロジェクトマネジメント、ビ
ジネスプロデュースに関する研修を25講座、経営者等の
意識啓発セミナーを４回開催する。

○R3年度：　県内のITエンジニア等を対象に、先端技術
に関する知識や技術力の強化を図る講座を年間29講座
（受講者数164名）開講した。一括交付

金（ソフ
ト）

委託 － － － － 32,534 55,068
一括交付
金（ソフ
ト）

主な財源 実施方法
R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額

県内ITエンジニアの知識や技術の高度化・強化のための人材育成講座実施支援



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 高度IT講座受講者数 R3年度 R3年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H29年度
　県内IT産業の高度化・高付加価値化を図る
ため、ITエンジニア等を対象に先端分野に関
する技術講座、資格対策講座、ビジネスプロ
デュース力育成講座を、年間29回（受講者数
164名）開講した。

1,001名 519名 654名 573名 164名 200名 82.0%

32,534 概ね順調

H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)

　新型コロナウイルス感染症により予定して
いた講座が一部実施できないなどの影響を受
け、受講者数は計画を下回ったものの、164名
の県内IT人材を育成することができた。

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

令和3年度の取組改善案 反映状況

・先端IT技術に特化した人材育成を行い、IT人材の需給ギャップの縮小に努め
る。

・サービスの多角化を支援するため、専門技術、製品開発、コンサルティング能
力、営業力を育成し、各種プラットフォーマーのサービス基盤を県内ユーザーの
ニーズに合わせてローカライズする等、人材の多様化と高度化に取り組む。

・令和３年度より、AIやRPAなど先端分野に関する内容を中心に29回の講座を実
施し、技術者164名の育成に取り組んだ。

・技術講座以外にもITコーディネータの資格対策に関する講座を８回、コンサル
ティングに関する講座を２回実施し、人材の多様化にも取り組んだ。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・知識や開発力を学ぶための座学研修に加え、OJTなどの実践的な研修を実施することで、より付加価値の高い業務案件を獲得するための人材を育成する。

・ビジネスプロデュース力やプロジェクトマネジメント力を養成するための講座を実施する。

○内部要因 ○外部環境の変化

・県内IT産業は慢性的な人材不足の状況であり、特に上流工程の開発業務を受注
するためのプロジェクトマネージャーの不足が顕著である。

・先端技術に関するスキルを座学研修で学んでも、実際の案件受注につなげるこ
とが難しい。

・アフターコロナ時代のニューノーマルへの対応や労働人口の減少を見据え、あ
らゆる産業においてデジタル化やDX推進の重要性が増している。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・エンジニアの技術力の高度化や多様化、プロジェクトマネージャーの育成を支援するため、座学研修で学んだスキルの定着を図り、実際の業務受注につながるよ
うなスキームに改める必要がある。

・社会経済のデジタル化やDX推進へのニーズに対応するため、県内IT企業が業務提案型・伴奏支援型のビジネスモデルへ転換が図れるよう支援する必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 IT産業就職支援プログラム

対応する
主な課題

②情報通信関連産業を担う人材の育成については、情報通信技術の急速な発展・進展や企業ニーズに即応する実践的かつ多様な人材育成に加え、若
年層の情報通信関連企業への就職や定着支援等に取り組む必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 5-(5)-ア リーディング産業を担う人材の育成
施 策 ②　情報通信産業を担う人材の育成

施策の小項目名 ○若年層のＩＴ企業への就職・定着支援

実施主体 県等

担当部課
【連絡先】 商工労働部情報産業振興課 【098-866-2503】

県内IT企業とアジア等海外IT企業との連携・協業による国内外向けビジネスの創
出など、沖縄とアジアの双方向ビジネス展開を促進するため、県内IT企業の協業
機会の拡大や、技術・ノウハウ蓄積とともに、ブリッジ人材の確保・育成に取り
組む。

H29 H30 R元 R2 R3

10名
県内技術者
海外派遣数

２　取組の状況（Do）

予算事業名 アジアIT人材交流育成事業

主な財源 実施方法
H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

○R4年度：　－

予算事業名

主な財源 ○R3年度：　平成30年度で事業終了。令和元年度より、
「アジア等IT人材交流育成事業」へ移行。

一括交付
金（ソフ
ト）

委託 26,232 16,647 － － － －

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

○R4年度：　後継事業「海外IT人材交流育成事業」
招聘７名、派遣14名

○R3年度：　交流実績８名（海外IT人材招聘７名、派遣
１名）、web交流11名（海外IT人材５名、県内IT人材６
名）一括交付

金（ソフ
ト）

委託 － － 21,330 1,634 9,722 13,223
一括交付
金（ソフ
ト）

主な財源 実施方法
R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額

海外技術者の招聘・県内技術者の海外派遣等支援



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 県内技術者の海外派遣数 R3年度 R3年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H29年度
　コロナ禍により、海外へのIT人材派遣が困
難であったことから、国内に拠点を有する海
外企業への派遣及び海外企業と県内企業経営
者とのオンライン交流会を行った。その結
果、県内から４名の参加があり、活発な意見
交換やビジネス交流が図られた。

11 10 7 9 4 5 80.0%

9,722 概ね順調

H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)

　県内IT人材の派遣については、計画値５名
に対して４名の実績となったことから「順
調」と判定している。
　参加企業紹介や協業等に関する情報交換・
意見交換等が行われ、今後のビジネスに向け
た交流が図られた。

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

令和3年度の取組改善案 反映状況

・年間を通して講座を開講することで、各企業の繁忙期以外の時期での受講、ま
た積極的にオンラインを活用した研修を取り入れることで、より一層受講しやす
い環境を整える。

・経営者及び管理職を対象とし、先端IT技術の必要性、将来の展望等に関するセ
ミナーを開催し、より多くの人材育成に取り組む。

・事業実施団体等を選定する際に、児童・生徒等が興味・関心を持って自発的に
取組続けることができるような内容となっているかを評価する。

・令和３年度にオンライン上の交流によってビジネスマッチングに繋がるwebサ
イトを構築したことで、海外渡航が困難な場合においても年間を通じてビジネス
交流が可能となった。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・派遣・招聘による対面交流に加え、web交流を並行実施することによって、海外との往来制限時のみならず、対面交流後の関係強化やフォローにも活用し、ビジ
ネス構築を促進する。Web交流においては、海外IT関係団体等との連携により参加企業を新規開拓し、県内IT企業のビジネス交流の幅を広げる。

○内部要因 ○外部環境の変化

・海外展開を目指す県内IT企業の人的ネットワークの拡充のため、海外IT関係団
体等との連携促進を図っていく必要がある。

・海外渡航が困難な状況が継続している。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・海外展開を目指す県内IT企業の人的ネットワークを拡充するため、海外IT関係団体等との連携促進を図っていく必要があることから、海外との往来が制限されて
いる状況においても、海外IT企業経営者等との交流を可能にする仕組みを取り入れる必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 沖縄デジタルコンテンツ産業人材育成支援

対応する
主な課題

②情報通信関連産業を担う人材の育成については、情報通信技術の急速な発展・進展や企業ニーズに即応する実践的かつ多様な人材育成に加え、若
年層の情報通信関連企業への就職や定着支援等に取り組む必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 5-(5)-ア リーディング産業を担う人材の育成
施 策 ②　情報通信産業を担う人材の育成

施策の小項目名 ○若年層のＩＴ企業への就職・定着支援

実施主体 県、民間

担当部課
【連絡先】 商工労働部情報産業振興課 【098-866-2503】

　デジタルコンテンツ分野の企業と専門学校等の教育機関が連携し、当該分野の
様々な職種に必要なスキルを身につけるための教育プログラムの構築等を支援す
ることで、企業のニーズに沿った高いスキルを持つ学生が継続的に輩出される環
境の整備を促す。

H29 H30 R元 R2 R3

１件
補助件数

３件
補助件数

２　取組の状況（Do）

予算事業名 沖縄デジタルコンテンツ産業人材基盤構築事業

主な財源 実施方法
H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

○R4年度：　－

予算事業名 戦略的デジタルコンテンツ創出促進事業

主な財源 ○R3年度：　－

内閣府計
上

補助 40,162 37,652 － － － －

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

○R4年度：　－

○R3年度：　デジタルコンテンツ分野の企業と教育機関
が連携して、同分野の職種に対応した教育プログラムを
構築し、それを実施する事業者を支援した。

内閣府計
上

補助 － － 10,899 9,475 11,548 －

主な財源 実施方法
R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額

デジタルコンテンツ企業と教育機関が

連携し、業界で必要とされるスキルの

習熟を図る教育プログラムの構築支援

デジタルコンテンツ業界で必要と

される人材の育成支援・デジタル

コンテンツ系企業の県内への集積



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 補助件数 R3年度 R3年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H29年度
　デジタルコンテンツ分野の企業と教育機関
が連携して、同分野の職種に対応した教育プ
ログラムを構築し、それを実施する事業者に
対して支援を行うことで、企業ニーズに合っ
た学生の育成や企業と教育機関との関係構築
を促した。

１件 １件 ３件 １件 １件 １件 100.0%

11,548 順調

H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)

　事業を実施した結果、構築した教育プログ
ラムで獲得すべきスキル等が身についたこと
を認定する「修了認定者」が33名生まれ、企
業ニーズに合致したスキル等を持つ学生が育
成された。また、県内デジタルコンテンツ関
連企業への内定者も５名輩出した。

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

令和3年度の取組改善案 反映状況

・デジタルコンテンツ分野の人材育成に関するニーズは全国的に高まっている
が、１事業者で育成できる人数には限りがあるため、スキームの見直し等を行う
ことにより、より効果的・効率的な事業実施が行えるよう検討する。

・教育プログラムにおけるコロナウイルス感染対策及び事業期間終了後の自走化
について、事業の進捗確認の場で確認する。

・これまで策定した教育プログラムの完成度をさらに高めるよう取り組んだのと
同時に、卒業年度を迎える学生向けに就職活動に特化したプログラムを策定した
ことで受講者数が増加し、県内デジタルコンテンツ関連企業への就職内定者も増
加した。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・デジタルコンテンツに特化した事業はR３年度限りとし、R４年度からは先端IT人材育成の中でコンテンツ系企業のニーズに応じて支援していく。

○内部要因 ○外部環境の変化

・３年間実施し、デジタルコンテンツの人材育成については、県内教育事業者に
もノウハウが定着してきた。

・メタバースの市場拡大やオンライン旅行など、デジタルコンテンツ業界のス
テージが急速に変化している。

・企業への就職については、採用基準の変化により、技術的なスキル以上に人間
性やコミュニケーション力が重視されるようになっている。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・令和３年度をもって本事業は終了するが、構築した教育プログラムを活用した継続的な人材輩出に向け、補助事業者による自走化を促す必要がある。

・問題解決能力やコミュニケーション能力を備えたデジタル人材が継続的に輩出できるような仕組みが必要。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 アジアＩＴ研修センター整備・運営

対応する
主な課題

③国際的に活躍するＩＴ人材を戦略的に育成するため、沖縄ＩＴ津梁パークにおける人材育成機能の強化や、国際的・先進的なＩＴビジネスの創出
に資する高度で実践的な技術を有するＩＴ人材の育成に向けた取組が必要である。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 5-(5)-ア リーディング産業を担う人材の育成
施 策 ②　情報通信産業を担う人材の育成

施策の小項目名 ○国際的に活躍するＩＴ人材の育成

実施主体 県、民間

担当部課
【連絡先】 商工労働部情報産業振興課 【098-866-2503】

　日本とアジアを結ぶITブリッジ（津梁）機能の確立と、沖縄IT津梁パークにお
ける人材育成機能の強化を図るため、IT機能を備えた研修施設を整備・運営する
とともに、アジア各国からIT人材を受け入れてOJT研修を実施する。

H29 H30 R元 R2 R3

６社、108人
OJT研修利用
企業・人数

２　取組の状況（Do）

予算事業名 －

主な財源 実施方法
H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

○R4年度：　同施設の管理や国内外へのプロモーション
等を通して、同施設やOJT研修に関する広報等を行う。

予算事業名

主な財源 ○R3年度：　同施設の管理や国内外へのプロモーション
等を通して、同施設やOJT研修に関する広報等を行った。

－ － － － － －

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

○R4年度：

○R3年度：
主な財源 実施方法

R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額

アジアのブリッジIT人材の育成及び集積に向けた取組



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 OJT研修利用企業数 R3年度 R3年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H29年度
　アジアＩＴ研修センターの利用促進のた
め、同施設の管理や国内外へのプロモーショ
ン等を通して、同センターやOJT研修に関する
広報等を行った。

４社 ５社 ６社 ４社 ４社 ６社 66.7%

0 概ね順調

H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

73人 187人 257人 621人 656人 108人 100.0%

活動指標名 OJT研修利用人数 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)

　令和４年２月末時点での入居状況は、実務
研修室（６室）が全て入居済みである。利用
人数が計画値を大幅に上回ったのはＩＴ津梁
パーク入居企業が実務研修室に入居し利活用
が図られたことによるものである。一般利用
者については当該施設の利用についての広報
を行い利活用を図る。

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

令和3年度の取組改善案 反映状況

・入居企業数及び利用人数の増加につなげるため引き続き当該施設の活用につい
て、ＩＴ津梁パーク入居企業の利活用を促進するとともに、パンフレットの設置
やホームページでの周知などによる一般利用者向けの周知に取り組み、ＩＴ津梁
パークへの新たな企業への入居を推進していく。

・新型コロナウイルス感染症の影響により国内外の往来が制限される状況にある
ことから、オンラインでのプロモーション活動等を通して同センターやOJT研修
に関する広報等を実施した。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・ＩＴ津梁パーク入居企業や一般利用者の当該施設の活用を促進するため、施設の利用案内の動画をホームページで視聴できるようにするなど、どのような施設な
のか、どのように利用することが可能かなど見える化し、新たな周知に取り組んでいく。

○内部要因 ○外部環境の変化

・実務研修室は全て入居済みである。当該施設の活用については、ＩＴ津梁パー
ク入居企業による実務研修室の利活用が図られている状況にあるため、引き続き
一般利用者の利活用について促進する。

・新型コロナウイルス感染症の感染状況に応じて、一般利用者の研修室の利用を
制限する期間を設けるなど、施設利用に影響が生じている。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・実務研修室は全て入居済みである。ＩＴ津梁パーク入居企業の実務研修室への入居により実務研修室の利用率が高まっている。更なる活用を促進するため、引き
続き一般利用者向けの周知に取り組む必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 沖縄ニアショア拠点化の促進(アジア連携開発拠点の形成)

対応する
主な課題

③国際的に活躍するＩＴ人材を戦略的に育成するため、沖縄ＩＴ津梁パークにおける人材育成機能の強化や、国際的・先進的なＩＴビジネスの創出
に資する高度で実践的な技術を有するＩＴ人材の育成に向けた取組が必要である。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 5-(5)-ア リーディング産業を担う人材の育成
施 策 ②　情報通信産業を担う人材の育成

施策の小項目名 ○国際的に活躍するＩＴ人材の育成

実施主体 県、民間

担当部課
【連絡先】 商工労働部情報産業振興課 【098-866-2503】

　県内IT企業とアジア等海外IT企業との連携・協業による国内外向けビジネスの
創出など、沖縄とアジアの双方向ビジネス展開を促進するため、県内IT企業の協
業機会の拡大や、技術・ノウハウ蓄積とともに、ブリッジ人材の確保・育成に取
り組む。

H29 H30 R元 R2 R3

10名
県内技術者
海外派遣数

２　取組の状況（Do）

予算事業名 アジアIT人材交流育成事業

主な財源 実施方法
H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

○R4年度：　－

予算事業名 アジア等IT人材交流育成事業

主な財源 ○R3年度：　平成30年度で事業終了。令和元年度より、
「アジア等IT人材交流育成事業」へ移行。

一括交付
金（ソフ
ト）

委託 26,232 16,647 － － － －

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

○R4年度：　後継事業「海外IT人材交流育成事業」
招聘７名、派遣14名

○R3年度：　交流実績８名（海外IT人材招聘７名、派遣
１名）、web交流11名（海外IT人材５名、県内IT人材６
名）一括交付

金（ソフ
ト）

委託 － － 21,330 1,634 9,722 13,223
一括交付
金（ソフ
ト）

主な財源 実施方法
R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額

海外技術者の集積・県内技術者の海外派遣等支援



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 県内技術者の海外派遣数 R3年度 R3年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H29年度
　コロナ禍により、海外へのIT人材派遣が困
難であったことから、国内に拠点を有する海
外企業への派遣及び海外企業と県内企業経営
者とのオンライン交流会を行った。その結
果、県内から４名の参加があり、活発な意見
交換やビジネス交流が図られた。

11 10 7 9 4 5 80.0%

9,722 概ね順調

H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)

　県内IT人材の派遣については、計画値５名
に対して４名の実績となったことから「順
調」と判定している。
　参加企業紹介や協業等に関する情報交換・
意見交換等が行われ、今後のビジネスに向け
た交流が図られた。

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

令和3年度の取組改善案 反映状況

・県内IT企業経営者・技術者の派遣による海外IT企業との交流に加え、県内IT企
業と海外IT企業がオンライン上でマッチングできるシステム等の構築により、海
外往来が制限された場合でも交流が可能となる環境を整備し、県内企業の協業機
会の拡大を図る。

・令和３年度にオンライン上の交流によってビジネスマッチングに繋がるwebサ
イトを構築したことで、海外渡航が困難な場合においても年間を通じてビジネス
交流が可能となった。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・派遣・招聘による対面交流に加え、web交流を並行実施することによって、海外との往来制限時のみならず、対面交流後の関係強化やフォローにも活用し、ビジ
ネス構築を促進する。Web交流においては、海外IT関係団体等との連携により参加企業を新規開拓し、県内IT企業のビジネス交流の幅を広げる。

○内部要因 ○外部環境の変化

・海外展開を目指す県内IT企業のニーズに合ったマッチングを行うため、海外IT
関係団体等との連携促進を図っていく必要がある。

・海外渡航が困難な状況が継続している。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・海外展開を目指す県内IT企業のニーズに合ったマッチングを行うため、海外IT関係団体等との連携促進を図っていく必要があることから、海外との往来が制限さ
れている状況においても、海外IT企業経営者等との交流を可能にする仕組みを取り入れる必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R4年度：

○R3年度：
主な財源 実施方法

R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

○R4年度：　民間との連携を図るとともに、座学研修、
OJTなどにより人材の育成をはかる。

予算事業名

主な財源 ○R3年度：　グローバルで先端的な人材育成機関の設置
検討のための情報収集や有識者との意見交換を行った。

その他 － － － － － －

２　取組の状況（Do）

予算事業名 －

主な財源 実施方法
H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県等

担当部課
【連絡先】 商工労働部情報産業振興課 【098-866-2503】

　本県が国内外の企業等の研修やビジネス創出等の拠点となるよう、グローバル
で先端的な人材育成機関（沖縄ICT専門職大学院大学）を設置し、高度で実践的な
人材の輩出を図る.

H29 H30 R元 R2 R3

主な取組 沖縄ICT専門職大学院大学の設置検討

対応する
主な課題

③国際的に活躍するＩＴ人材を戦略的に育成するため、沖縄ＩＴ津梁パークにおける人材育成機能の強化や、国際的・先進的なＩＴビジネスの創出
に資する高度で実践的な技術を有するＩＴ人材の育成に向けた取組が必要である。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 5-(5)-ア リーディング産業を担う人材の育成
施 策 ②　情報通信産業を担う人材の育成

施策の小項目名 ○国際的に活躍するＩＴ人材の育成

類似機関調査や有識者との意見交換等を通した情報収集

各課題に関する関係者間の意見調整等による設置検討の実施



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和3年度の取組改善案 反映状況

・引き続き、他機関における先進的な取組事例等の情報収集を行い、グローバル
で先端的な人材育成機関の設置可能性について検討を行う。

・平成29年に県内に立地したベトナムIT企業が検討している、県内・ベトナム双
方の大学と連携したIT技術者の育成に関する取組について、情報収集や意見交換
を行い、必要に応じて連携を図る。

・県内に立地したベトナムIT企業が検討していた県内・ベトナム双方の大学と連
携は、新型コロナウイルスの影響によりほとんど交流ができない状況であった。

・人材育成機関については具体的な取組に進展していないが、機関の設置の必要
性も含め、人材の育成方法について検討を行った。

　人材育成機関の具体的な取り組みを実施し
ていないことから、未着手とした。

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)

R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 意見交換等を通した情報収集等 R3年度 R3年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H29年度
　具体的な取り組みを実施していない。

意見交換
実施

意見交換
実施

意見交換
実施

意見交換
実施

－ －

0 未着手

H30年度 R元年度

（留意点）
年度別計画で設定した「活動指
標」を記載する。
活動指標がない場合は、「活動概
要」（年度別計画の白囲の帯内）
を記載する。
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４　取組の改善案（Action）

・DX人材の育成事業等により、座学研修のほか、OJTなどの実践的な研修を実施し、人材の育成を図る。

○内部要因 ○外部環境の変化

・これまで、情報通信分野において実践型で高度なIT人材育成等の事業計画に対
する調査・研究の支援などを目的として、専門職大学院大学設立の検討を行って
きたが、設立する機関の設立手法・運営方法（公設公営・公設民営）等について
関係者間で意見の相違等があり、検討が進んでいない状況である。

・官民あげてのデジタル化の流れがあり、民間企業による人材育成が活発化して
いることから、県が独自に専門大学院を設置するよりは民間と連携を図ることに
より効果的な人材育成を行える環境となってきている。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・民間との連携による人材育成の取り組みを拡充する必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 未来のＩＴ人材創出促進支援(ＩＴジュニア育成事業)

対応する
主な課題

③国際的に活躍するＩＴ人材を戦略的に育成するため、沖縄ＩＴ津梁パークにおける人材育成機能の強化や、国際的・先進的なＩＴビジネスの創出
に資する高度で実践的な技術を有するＩＴ人材の育成に向けた取組が必要である。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 5-(5)-ア リーディング産業を担う人材の育成
施 策 ②　情報通信産業を担う人材の育成

施策の小項目名 ○高度ＩＴ教育

実施主体 県、民間

担当部課
【連絡先】 商工労働部情報産業振興課 【098-866-2503】

　県内の小中学生に対する情報通信関連の教育を実施することにより、本県の将
来の情報通信関連産業を担う人材を育成する。

H29 H30 R元 R2 R3

出前講座・企
業訪問・親子
ロボット教室
等開催40回

取組を実施する
団体等への補助
3件

２　取組の状況（Do）

予算事業名 未来のIT人材創出促進事業

主な財源 実施方法
H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

○R4年度：　－

予算事業名 未来のIT人材創造事業

主な財源 ○R3年度：　－

一括交付
金（ソフ
ト）

委託 43,923 － － － － －

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

○R4年度：　未来の沖縄の産業界をＩＴで支える人材を
育成する様々な事業（６事業程度を想定）に対して支援
を行う。

○R3年度：　未来の沖縄の産業界をＩＴで支える人材を
育成する様々な事業（７事業）に対して支援を行った。

一括交付
金（ソフ
ト）

補助 － 19,786 38,081 27,554 18,566 19,817
一括交付
金（ソフ
ト）

主な財源 実施方法
R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額

児童向けIT体験教室等を通じた幅広いIT教育の機会提供



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名
出前講座・企業訪問・親子ロボット教室等開
催

R3年度 R3年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H29年度
　児童生徒向けには、プログラミング教室や
ロボットコンテスト（全国大会の沖縄予選）
を実施する取り組みに支援を行った。
　また、高校生向けに出前講座や企業訪問等
を行う取組に支援を行った。

62回 32回 － － － －

18,566 順調

H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

－ － 8件 7件 7件 3件 100.0%

活動指標名 取組を実施する団体等への補助 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)

　本県の将来の情報通信産業を担う人材を育
成する取組への支援件数が、計画値を満たし
たため「順調」と判定した。
　取組としては、ロボットコンテスト等を実
施することにより、小中学生等のＩＴへの興
味を喚起した。
　また、出前講座や企業訪問等を実施するこ
とにより、高校生等のＩＴ業界への関心を高
めた。

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

令和3年度の取組改善案 反映状況

・補助上限額を下げ、参画事業者数の増加を図る。

・教育庁と連携し、多くの児童生徒の参加を促す。

・自走化に向け、補助事業者に収益化に向けた取組の検討をさせるとともに、県
内ＩＴ事業者等に対し、当該事業を紹介し、多くの企業の参画を促す。

・補助上限額を下げ、300万円に設定した。

・教育庁と連携し、児童生徒の参加を促した。

・企画提案審査委員会において、将来の自走化への取組等を評価項目に加えた。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・県教育庁と連携し、本事業の広報を強化することにより参加者の裾野を広げる取り組みを実施する。

・職業講話やIT広報イベント等において、情報通信産業やIT技術の重要性について知ってもらい、幅広い層の興味・関心を喚起する取り組みを展開する。

○内部要因 ○外部環境の変化

・当該取組が業界において継続的な取組となるよう、多くの民間企業や団体の参
画を促す必要がある。

・小学校の学習指導要領改訂により、論理的な思考能力を養うことを目的とした
プログラミング教育が必修化等された。

・情報通信産業のみならず、全産業でDX推進の関心が高まっているため、デジタ
ル人材のニーズは高まっている。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・新規開拓のため、教育現場と連携した取り組みを検討する。

・IT業界自体の魅力発信と同時に、他産業との連携事例についても子どもたちに示し、ITの担う役割への興味・関心を高める継続的な取り組みを検討する。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）


